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法制定前の彼の憲法に関する学習の事例を調べてみますと、1907 年 3 月に『憲法講義』と





































































































































































































































































































































































































































てなんですけども、民国初期の国会には、衆議院 3 年、参議院 6 年というように任期があ
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りますよね。なのに、任期がとうに過ぎているのに、8 年後とか 10 年後にも、また旧国会
が回復したりですね、このような状況をどう考えていたのか。それはやはり民意が怖いから、
結局政治勢力が一旦民意を担保してしまったら、これを利用しているということなのか、あ
るいはあまり意図的なことはないのか、あるいは、こういった任期の過ぎた国会を批判する
ような発想があったのか、なかったのか、これが一つです。 
もう一つ、段階的間接選挙というのは、民意を擬制する上でうまく使えたんですけども、
ご著作に書かれていらっしゃいますように、36 年のスターリン憲法は直接秘密投票ですよ
ね。それで、スターリンは、地主・資本家も含めて、すべての人々が選挙権を持つような憲
法を中共に勧めているけれども、それができなかったので、毛沢東はそれについて、「我々
は過渡期だから」みたいなことを言ってますよね。多段階間接選挙であって、直接選挙でな
いということについても「過渡期だから」というわけですよね。その点については、やはり
ずっと引け目は持っているんじゃないかなと思うんですね。擬制であるけれども、うまくや
ったと思ってるかもしれないけど、やはり民国期には共産党自身が直接選挙で国会を開催
せよと激しく主張していた後で、自身がこういう形で収めることに関する後ろめたさは持
っていて、どうにかしたいと思っていたのではないか、その点ちょっと気になります。以上
です。 
 
金子 
まず郭さんのご質問ですが、まとまった史料類はなかなかないのではないでしょうか。
1930 年代以降になってくると、新聞でも馮少山の書翰や胡漢民の返答が掲載されるような
ことはなくなってくる、そういう政治的な問題に対して新聞の情報量が圧倒的に減ってく
るような気がするんです。だから、1920 年代までは新聞を使いながら、まずは議論を組み
立てるという方法が一番オーソドックスで、そこに『上海総商会月報』や『商業月報』とい
った商会の機関誌類がありますよね。そうした機関誌には、「電文紀要」や「函電紀要」と
いった項目があって、だいたい組織として発信したものが載っていますから、そこからさら
に記事を拾っていく。そういう方法が、私がかつて 1920 年代を研究していた頃は一般的な
やり方だったんじゃないかと思います。 
馮少山にしても、個人として意見を出すのではなくて、組織の代表として、全国商会連合
会の出席として出すわけですから国民党も無視はできません。だから、胡漢民も返答するわ
けですよね。そうすると、後は全国商会連合会の会報、これは 1910 年代ぐらいしか史料と
して残っていないかもしれないですけど、そういった関係人物が所属する組織の史料を可
能な限り押さえていくことになると思います。また、商会の月報類などの場合、最初の方に
載っている論説ばかり読みがちですが、先ほど述べたように組織として出す電文などは月
ごとにまとめてありますから、そういう史料を細かく読んで押さえていくと、意外と面白い
事実が出てくるのではないかなという気がします。気がつくのはそれくらいですかね。これ
で許していただきたいと思います。 
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それから、丸田さんの出された任期の問題ですが、旧国会が袁世凱に解体された時には任
期に残りがありましたから、復活すると残っていた任期で議員を務めています。旧国会は、
また黎元洪によっても解体されます。そうすると、議員が南方に移っていきますね。南に逃
げて今度は広東で定足数が足りないから、如何にして国会としての正統性を保つかという
ことで、色々と算段したり決議したりして任期を延ばしていく、ということになるのではな
いかと思います。ただ、任期については、新国会が潰れた後、新たに選挙をしたけれどそれ
が無効になったので、その後また復活した旧国会と、無効になった新新国会の当選議員とが
俺こそ正統だということで対立する、というようなことも起きてきます。つまり、任期に対
して無頓着であったわけではなく、自らの正統性を主張する限りで大雑把にやらざるを得
ない、ということになっていたのではないでしょうか。 
それから、多段階選挙については私もよく知らなかったことでして、指摘していただきあ
りがとうございます。中国共産党に引け目があったかどうかというのは、本当に最初はあっ
たかもしれないけど、何時までそれが続いていったかというのは分からないですよね。共産
主義的な発想というのは、最終的に国家は消滅するのだけれど、それまでは独裁は許される
っていう発想ですから、多段階間接選挙が長期的に継続していく中で、その「引け目」が独
裁の正当性との関係でどのように意識されていくのか、またこれは制度的な問題ですから、
彼らがどこまで制度を重視したのかという点とも関わって、なかなか難しい問題になると
思います。ただ、丸田さんのお話を聞いて、おっしゃるように共産党も当初は間接選挙に対
する引け目があったのかもしれないと思いました。 
それから、もう終わりの時間は来ているのですが、最後に奈良さんの議論をお聞きして気
がついたことを述べさせてください。日本近代史において、帝国議会は「民意」をどのよう
な形で議会の意思として集約するのかという点に関して、色々と経験を蓄積し議会運用の
慣行を作り上げていきますよね。ところが、中国の場合、議会は「民意」を代表すると言う
けれど、「民意」を議会の総意として集約する制度的な運用慣行を作れないまま、1949 年ま
で行き着いてしまったのではないか。そうすると、「民意」の問題も、議会の中でそれを一
つのまとまった議決として集約し、議会の意思として押し出していくプロセスが、どのよう
に近代中国において工夫され慣行化していったのか。あるいは、議決案についても、具体的
にどのように審議過程をへて可決にまで至るのか。そういった細々とした問題も、日本の帝
国議会研究などを参考にしながら、中国近代史研究者は確認していかなければいけないの
ではないかと思いました。なかなか難しいですけれど。 
 
丸田 
まだまだ足りないかと思いますが、引き続き懇親会で議論していただく、ということで、
合評会を閉じさせていただきます。活発なご議論をありがとうございました。 
  
